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成果の概要／岡邊 健 

 

[批判的犯罪学の観点をふまえた非行からの離脱過程に関する研究] 

 近年、犯罪・非行からの離脱（デジスタンス）が日本社会で注目を集めているが、このよ

うな社会的背景を受けて、非行からの離脱の具体的態様（離脱を促したり困難にしたりする

諸要因）を明らかにすることが重要であると、報告者は以前から考えてきた。2018 年度の

科研費が獲得できなかったために、京都大学教育研究振興財団による研究費助成（以下、本

助成と記す）に応募した。本助成を用いることにより、離脱の実態に関する経験的データの

収集を開始することで、この研究にどのような展望が見いだせるのかを探索することに主

眼を置いた。調査は、数名の協力者と研究チームを組織して実施された。(a)少年院出院者

へのインタビュー調査、(b)元非行少年の就労を支援する関係者へのインタビュー調査が主

たる手法である。調査の結果、非行からの「立ち直り」を支援する活動の現状と課題の一端

が明らかになった。また、元非行少年数名に対して、長期にわたる縦断的調査についての了

解を得ることができた。パネル・インタビューによる長期追跡研究は、日本においてはこれ

まで皆無であったが、それを成就する基盤を本助成により築くことができたと考える。また、

同一課題名で 2019 年度開始の科研費（基盤(B)）を獲得することができたことが、本助成

の最大の成果である。 

 

[ISRD（国際自己申告非行）研究の日本における実施に向けた予備的研究] 

 本助成は、報告者が関与するもうひとつの研究プロジェクトにも有効に用いられた。その

プロジェクトとは ISRD（国際自己申告非行）研究である。ISRD とは International Self-

Reported Delinquency の略であり、ISRD 研究とは、世界 30 数カ国で参加する少年非行に

関する国際共同研究プロジェクトである。ISRD 研究は 1990 年代に開始されたが、日本は

これまで一度も参加したことがなかった。そこで報告者らはこのプロジェクトに日本が加

わることを目指して、調査票の翻訳等を進めてきた。本助成によって、2 つの進展があった。

ひとつはエビデンスに基づく政策遂行に関する情報収集のため、国際学術集会（Global 

Evidence and Implementation Summit 2018）に参加したことである。ISRD 研究などに基づ

くエビデンスが実際にどのように実装されるのか、その具体的な実例が多く紹介されてお

り、きわめて示唆に富む情報を得ることができた。もうひとつは、ISRD 研究の本調査の前

段階におけるプレ調査を実施できたことである。具体的には、近畿地方にある公立中学校 1

校において中学生 70 名に対して、タブレット端末を用いた調査票調査をおこなった（プレ

調査は別資金によって別の学校でも実施済みである）。プレ調査の過程で調査実施上の問題

点などが発見され、本調査実施に向けた貴重な情報を得ることができた。本調査の 2019 年

中の実施に向けて、大きな前進となった。 


